
１ 収支の状況

増 減
（Ａ）－（Ｂ）

１ 歳 入 決 算 額 △ 5,184,202 △ 2.6

２ 歳 出 決 算 額 △ 6,090,533 △ 3.2

歳 入 歳 出 差 引 額
（ １ － ２ ）

４
翌年度へ繰り越すべ
き 財 源

△ 292,430 △ 19.7

実 質 収 支
（ ３ － ４ ）
単 年 度 収 支
（ Ａ － Ｂ ）
積 立 金
（ 財 政調 整基 金）

８ 繰 上 償 還 金 △ 95,512 △ 52.1

積 立 金 取 崩 し 額
（ 財 政調 整基 金）
実 質 単 年 度 収 支
（６＋７＋８－９）

１１ 経 常 収 支 比 率

１２ 公 債 費 負 担 比 率

１３ 市 債 現 在 額 △ 1,950,825 △ 1.5

１４ 積 立 金 現 在 高 923,311 3.1

　財政調整基金 55,574 0.5

　減債基金 340,669 4.6

　その他特定目的基金 527,068 4.7

906,331 21.4３ 5,139,843 4,233,512

1,481,330
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1,198,761

５ Ａ

1,342,151

６

７

９ 0

55,573

計　数　資　料

2,752,182

増 減 率

（単位：千円，％）

平成 23 年度普通会計決算（計数資料）

Ｂ3,950,943

区　　　　　分
平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度

（Ａ） （Ｂ）

1,188,900

803,408

192,327,863 197,512,065

187,188,020 193,278,553

525,211

0

94,868

127,385,834 129,336,659

14.3 14.3

90.6 93.4

87,817 183,329

11,685,812 11,158,744

11,638,795 11,583,221

7,777,578 7,436,909

0

－

31,102,185 30,178,874

△ 39,295

673,550

1,198,761

△2.8ポイント

67.1

－

△ 41.4

128.2

43.6

538,743

＜用語解説＞
※1 経常収支比率：人件費，扶助費，公債費など経常的に必要となる経費に，市税，地方譲与税など経常的な収入
である一般財源がどの程度充当されているかを見ることにより，財政構造の弾力性を判断するための指標である。
この率が，高くなるほど，新たな財政需要に対応できる余地が少なくなる。（本市の目標：80%台）

※2 公債費負担比率：公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合である。この率が高くなるほど，
財政運営が硬直化していることを表している。（本市の目標：15%以内）

※3 積立金現在高：積立基金の合計額である。本市の積立基金は，財政調整基金，減債基金，公共施設等整備基金
など12基金である。

※1

※2

※3
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２　歳入の状況

1 市 税 88,669,989 46.1 88,273,519 44.7 396,470 0.4

2 地 方 譲 与 税 1,502,622 0.8 1,431,984 0.7 70,638 4.9

3 利 子 割 交 付 金 183,171 0.1 233,934 0.1 △ 50,763 △ 21.7

4 配当割当交付金 121,959 0.1 106,226 0.1 15,733 14.8

5
株式譲渡所得割
交 付 金

31,637 0.0 41,038 0.0 △ 9,401 △ 22.9

6
地 方 消 費 税
交 付 金

5,257,391 2.7 5,230,546 2.6 26,845 0.5

7
ゴルフ場利用税
交 付 金

124,728 0.1 137,424 0.1 △ 12,696 △ 9.2

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

344,766 0.1 424,568 0.2 △ 79,802 △ 18.8

9
国有提供施設等所在
市町村助成交付金

131,513 0.1 120,190 0.1 11,323 9.4

10 地方特例交付金 1,056,988 0.5 913,988 0.5 143,000 15.6

11 地 方 交 付 税 8,190,759 4.3 5,793,968 2.9 2,396,791 41.4

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

110,148 0.1 117,368 0.1 △ 7,220 △ 6.2

13 分担金及び負担金 1,808,439 0.9 1,795,850 0.9 12,589 0.7

14 使用料及び手数料 4,275,998 2.2 4,793,139 2.4 △ 517,141 △ 10.8

15 国 庫 支 出 金 28,614,004 14.9 28,962,837 14.7 △ 348,833 △ 1.2

16 県 支 出 金 9,839,007 5.1 9,020,793 4.6 818,214 9.1

17 財 産 収 入 690,334 0.4 552,477 0.3 137,857 25.0

18 寄 附 金 400,167 0.2 61,178 0.0 338,989 554.1

19 繰 入 金 2,645,163 1.4 7,470,591 3.8 △ 4,825,428 △ 64.6

20 繰 越 金 2,333,512 1.2 3,256,865 1.6 △ 923,353 △ 28.4

21 諸 収 入 22,525,658 11.7 21,889,482 11.1 636,176 2.9

22 市 債 13,469,910 7.0 16,884,100 8.5 △ 3,414,190 △ 20.2

うち臨時財政対策債 6,784,000 3.5 7,000,000 3.5 △ 216,000 △ 3.1

うち減収補てん債 0.0 0.0 0 -

192,327,863 100.0 197,512,065 100.0 △ 5,184,202 △ 2.6合        計

(単位：千円,％）

増 減 額
区　　　　　　分

平 成 ２３ 年 度 平 成 ２２ 年 度 増　　　　　減
決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増減率
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３　歳出の状況(性質別）

90,692,807 48.5 90,193,597 46.7 499,210 0.6

1 人 件 費 31,879,838 17.0 33,692,081 17.4 △ 1,812,243 △ 5.4

2 扶 助 費 41,432,675 22.1 39,013,568 20.2 2,419,107 6.2

3 公 債 費 17,380,294 9.4 17,487,948 9.1 △ 107,654 △ 0.6

24,004,492 12.8 33,487,624 17.3 △ 9,483,132 △ 28.3

4 普通建設事業費 22,971,711 12.2 33,451,668 17.3 △10,479,957 △ 31.3

補 助 事 業 9,614,103 5.1 16,035,850 8.3 △ 6,421,747 △ 40.0

単 独 事 業 13,291,159 7.1 17,023,729 8.8 △ 3,732,570 △ 21.9

国直轄事業負担金 0 0.0 0 0.0 0 -

県営事業負担金 66,449 0.0 392,089 0.2 △ 325,640 △ 83.1

5 災害復旧事業費 1,032,781 0.6 35,956 0.0 996,825 2,772.3

72,490,721 38.7 69,597,332 36.0 2,893,389 4.2

6 物 件 費 23,171,645 12.4 22,415,114 11.6 756,531 3.4

7 維 持 補 修 費 2,164,393 1.1 2,142,609 1.1 21,784 1.0

8 補 助 費 等 11,419,252 6.1 11,907,820 6.2 △ 488,568 △ 4.1

9 積 立 金 1,668,471 0.9 1,275,632 0.7 392,839 30.8

10 投資及び出資金 1,142,337 0.6 850,894 0.4 291,443 34.3

11 貸 付 金 20,736,298 11.1 19,886,612 10.3 849,686 4.3

12 繰 出 金 12,188,325 6.5 11,118,651 5.7 1,069,674 9.6

187,188,020 100.0 193,278,553 100.0 △ 6,090,533 △ 3.2

投資的経費

合        計

区　　　　　　分
平 成 ２３ 年 度

決 算 額 構成比

その他の経費

義務的経費

増　　　　　減

決 算 額

（単位：千円,％）

増 減 額

平 成 ２２ 年 度

構成比 増減率
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